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国際医療福祉大学三田病院
2012年

JCI認証取得



国家戦略特区「国際医療学園都市構想」

2017年4月医学部開講



国際医療福祉大学医学部
2017年4月開校



2020年 国際医療福祉大学
成田病院を新設予定



2018年4月、国際医療福祉大学
心理・医療福祉マネジメント学科
大学院（ｈ－MBA, MPH）
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パート１
2040年問題

2018年6月6日 社会保障審議会医療部会



2040年に何が起きるか？

2025年との比較をしてみよう
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2040年
2025年万人



団塊ジュニアが65歳以上
2040年

2025年
2040年

75歳以上

65歳以上



2025年

2040年人口1.2億人
高齢化率30％ 人口1.1億人

高齢化率35％



・・・2040年

・・・2035年

・・・2030年

・・・2025年

・・・2020年

・・・2015年

・・・2010年

地域により

医療需要ピークの時期
が大きく異なる

出典：社会保障制度国民会議資料 （平成25年4月19日第9回
資料3－3 国際医療福祉大学高橋教授提出資料）

高齢化のピーク・医療需要総量のピーク

13

中医協 総－２参考

２８.１２.１４より

2040年に高齢化のピークを
迎えるのは首都圏を始めと
した大都市圏





世界も注目する日本の高齢化

BBC英国放送協会の取材を受けました

15

BBC特派員のルパートさん２０１８年１１月BBC英国放送協会が日本の高齢化の
特集取材ルパートさんの取材に来日



社会保障給付費

16



GDP対比21.5％
140兆円

GDP対比23.8～24％

190兆円

120兆円



対GDP比はドイツに近く、世界に類
を見ない水準というわけではない

• 2018年6月6日、社会保
障審議会医療部会

• 「社会保障給付費が対
GDP対比が24％という

水準は今のドイツに近
く、フランスではもっと
高い、世界に類を見な
い水準というわけでは
ない」

– 伊原和人厚労省大臣官
房審議官（医療介護担
当） 18

伊原和人氏
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問題は人口減
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１



823万人
930万人

1070万人



就労人口
は1750万
人減る



2040年
就労人口の激減で、就業者数の

5人1人がヘルスケア分野
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２０４０年は医療・福祉が業界トップ
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2040年問題のポイント

社会保障給付費はなんとかコントロールの範囲内

しかし就労人口減が最大の課題！
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２０４０年問題の解決策は？

元気老人、ロボット、ICT、
外国人労働者
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元気老人、ロボット、
AIとICT、外国人労働者
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パート２
2040年問題解決とICT



「オンライン診療の導入」
安倍首相が明言

• 2017年4月14日の第7
回未来投資会議

• 「対面診療とオンライン
での遠隔診療を組み合
わせた新しい医療を次
の診療報酬改定でしっ
かり評価する」
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遠隔医療普及推進へ向けての
４つのポイント

• （1）遠隔診療の要件の明
確化（遠隔診療と医師法と
の関係の明確化）

• （2）インセンティブの付与（
補助事業、保険適用）

• （3）医療従事者のリテラシ
ー向上（遠隔医療に関す
る知識・技能修得）

• （4）遠隔診療の有用性の
評価（厚生労働省科学研
究の実施）厚生労働省医政局研究開発振興課

医療技術情報推進室 吉村健佑氏

国際的には遠隔精神
（Telepsychiatry）、遠隔皮
膚（Teledermatology）の領

域が先行しているし

2016年10月、日本遠隔医療学会
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オンライン診療料：70点（1月につき）（新設）
オンライン医学管理料：100点（1月につき）（新設）



遠隔モニタリングで
睡眠時無呼吸症候群の

治療実績と患者満足が上がる





オンライン診療と糖尿病

持続血糖測定器

持続血糖測定器
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ICTを活用した
遠隔死亡診断





オンライン診療、届け出施設の6割超が実績なし -
神奈川県保険医協会の調査（2018年12月）

神奈川県保健医協会（横浜市）
桑島直臣政策部長

神奈川県保健医協会（横浜市）調査
2018年12月調査 オンライン診療を届け出た
1054医療機関対象として、調査。
285の病院（8.4％）、診療所（84.9％）から回答

届出医療機関のオンライン診療の実績について
実施したことがあるのは31.9％だった。一方、
61.4％は実績がなかった。
実施患者数は1か月あたり1.86人、患者数ゼロ
は53.7％

「適応する患者が少ない」（34.7％）
「保険診療の対象疾患を広げてほしい」（47.4％）



パート３
地域医療連携ネットワークの失敗



医療IT掛け声倒れ、
診療データ共有、登録1％以下
（日経電子版2019年3月14日）



日本経済新聞調査（2019年）

• 日本経済新聞は「地域医療介護総合確保基
金」などの補助金を受けた地域医療情報ネッ
トワーク、全国211カ所について調査

• 北海道44、大阪23、東京17

• 2009年～17年の補助金額は532億円

• 地域医療情報ネットワークの登録患者数は
わずか137.2万人、全国人口の１％

–入院131 万9 千人、外来723 万8 千人（2014年）
を分母にすれば16％



東京医科歯科大学名誉教授田中博氏



（2004年）
第１世代（2001～2004年）



日本医師会 石川広己氏



（2010年）

日本医師会 石川広己氏

第２世代（2004～2011年）



（2010年）

日本医師会 石川広己氏

第２世代の反省





第１世代 第２世代

第３世代

第３世代（2012年～）

20年
全国234カ所



稼働は154カ所

（2012年度調査）

第３世代（2012年～



ICTを利用した全国地域医療連携の概況
（日医総研2017年度）

• 全国348カ所を対象に、2018年1月に調査

• 270カ所から回答（回答率77.6％）
– 2012年度154カ所から今回、継続が確認されたのは

91カ所（60％）、63カ所が消失した。

– 2012年度のシステム構築費の平均は1.24億円、「粗
い計算だが、63カ所の構築費合計78.5億円の地域
医療連携システムが消えたということになる」（日総
研関係者）

– 将来のシステム更新については59％が「未定」と回
答、「費用を工面するのに苦慮している様子がうかが
える」（日総研関係者） 第1世代、第２世代

、第3世代とも成功
には至らず



生き残った
地域医療情報ネットワークの現状











地域医療IT化の実際と問題点

• 2000年の経済産業省
の「先進的情報技術
活用型医療機関等ネ
ットワーク化推進事業
（電子カルテの共有モ
デル事業）」では全国
26カ所に総予算56億
円を投入したが、すで
にその多くは休止して
いる（2006年8月、読
売新聞）

長崎大学医学部・歯学部付属病院医療情報部
松本武浩氏



失敗の原因

• ①地域医療現場での診療ニーズが反映され
ていない

–中核病院中心の企画で、開業医の視点が反映さ
れていない

• ②1地域１電子カルテを前提とし、診療所側か

らも診療情報を提供する双方向通信にこだわ
るあまり、診療所側の負担となった。

• ③参加コスト並びに運営コストが高い



あじさいネット



あじさいネットで留意した点

• ニーズ調査

–医師会側から閲覧希望があったのは、検査結果
、画像所見、医薬品

–双方向通信は必要なく閲覧のみ希望

• インターネットVPNで経費を抑えた

–診療所側で初期費用は暗号化装置6.6万円、ウ
イルス対策費3000円、月額使用料2000円









第４世代の地域医療情報
ネットワークとは？



多職種連携支援SNS

メデイカルケアステーション

76
（株）日本エンブレース 伊東学会長
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オンライン
服薬指導

オンライ
ン診療、
モニタリ
ング

死亡診断



MCSの拡張の将来性に期待

オンライン診療・モニタリングとのリンクを！
オンライン服薬指導とのリンクを！
オンライン死亡診断とのリンクを！

80



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブ
サイトに公開しております。ご覧くださ

い。
武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
mutoma@iuhw.ac.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

